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地
域
統
合
の
第
三
の
波

石
　
川
　
幸
　
一

　
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
軸
に
形
成

　
　〈 

目
　
　
　
次 

〉

　
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
世
界
の
地
域
統
合
に
は
大
き

な
波
が
あ
っ
た
。
第
一
の
波
は
、
一
九
五
〇
年
代
末
か

ら
一
九
六
〇
年
代
の
欧
州
の
地
域
統
合
で
あ
り
、
欧
州

経
済
共
同
体
（
Ｅ
Ｅ
Ｃ
）
が
形
成
さ
れ
、
一
九
六
八
年

に
は
関
税
同
盟
が
完
成
し
た
。
第
二
の
波
は
一
九
八
〇

年
代
後
半
か
ら
一
九
九
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
で
あ

る
。
こ
の
時
期
に
は
欧
州
が
共
同
市
場
を
完
成
さ
せ
、

米
国
が
米
加
自
由
貿
易
協
定
に
加
え
、
一
九
九
四
年
に

北
米
自
由
貿
易
協
定
（
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
を
創
設
し
た
。

第
三
の
波
は
現
在
進
行
中
で
あ
り
、
欧
州
、
米
州
に
ア

ジ
ア
が
加
わ
っ
て
い
る
。
欧
州
は
Ｅ
Ｕ
拡
大
を
二
〇
〇

四
年
に
実
現
し
、
米
州
で
は
北
中
南
米
三
四
カ
国
に
よ

る
米
州
自
由
貿
易
地
域
の
交
渉
が
行
わ
れ
て
い
る
。
そ

し
て
、
従
来
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
自
由
貿
易
地
域
）
の
空
白
地

帯
と
言
わ
れ
て
き
た
東
ア
ジ
ア
が
地
域
統
合
の
波
に
加

― 

東
ア
ジ
ア
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

　
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
構
想
お
よ
び
研
究
は
、
現
在
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス
３
（
日
中
韓
）
の
枠
組
み
で
進
め
ら
れ

て
い
る
が
、
経
済
の
規
模
、
貿
易
・
投
資
面
の
結
び
つ

き
を
考
え
る
と
Ｉ
Ｔ
の
世
界
的
生
産
基
地
で
あ
り
、
大

き
な
経
済
・
貿
易
規
模
を
持
つ
台
湾
と
金
融
・
流
通
・

通
信
な
ど
で
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
香
港
を
除

外
す
る
こ
と
は
不
合
理
で
あ
る
。
香
港
は
、
す
で
に
中

国
と
経
済
緊
密
化
協
定
（
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
を
締
結
し
て
お

り
、
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
加
わ
る
こ
と
は
問
題
な
い

が
、
台
湾
は
中
国
が
反
対
す
る
と
い
う
問
題
が
あ
る
。

し
か
し
、
台
湾
は
、
台
湾
は
独
立
関
税
地
域
と
し
て
Ｗ

Ｔ
Ｏ
に
加
盟
し
て
お
り
、
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
メ
ン
バ
ー
で
も

あ
る
。
独
立
関
税
地
域
と
し
て
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
加

わ
っ
た
。
東
ア
ジ
ア
の
地
域
統
合
は
二
一
世
紀
に
入
り

急
速
に
活
発
化
し
た
。
締
結
さ
れ
た
東
ア
ジ
ア
の
Ｆ
Ｔ

Ａ
は
六
つ
だ
が
、
交
渉
中
、
研
究
中
の
も
の
、
東
ア
ジ

ア
域
外
と
の
も
の
を
含
め
る
と
八
〇
を
超
え
る
　
。
東

ア
ジ
ア
の
地
域
統
合
は
、
す
べ
て
二
国
間
・
地
域
の
も

の
で
あ
り
、
東
ア
ジ
ア
全
域
を
対
象
と
す
る
は
な
い
。

こ
の
点
が
、
欧
州
、
米
州
と
の
大
き
な
相
違
で
あ
る
。

し
か
し
、
東
ア
ジ
ア
の
ほ
ば
全
域
を
対
象
と
す
る
東
ア

ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
二
〇
〇
四
年
一
一
月
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

プ
ラ
ス
３
（
日
中
韓
）
首
脳
会
議
で
今
後
の
課
題
で
あ

る
こ
と
が
合
意
さ
れ
、
研
究
を
行
う
こ
と
が
決
ま
っ

た
。
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
Ｅ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
は
、
東
ア
ジ

ア
で
バ
ラ
バ
ラ
に
進
め
ら
れ
て
い
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
集
大
成

で
あ
り
、
東
ア
ジ
ア
共
同
体
な
ど
の
統
合
の
深
化
へ
の

出
発
点
と
な
る
も
の
で
あ
る
。
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ミ
ッ
シ
ン
グ
・
リ
ン
ク
は
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ

わ
る
こ
と
は
選
択
肢
の
一
つ
で
あ
る
。

　
東
ア
ジ
ア
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス

１
が
三
組
（
日
中
韓
）
と
日
韓
が
交
渉
中
で
あ
り
、
中

韓
は
政
府
間
の
研
究
で
合
意
し
て
い
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

と
中
国
は
ア
ー
リ
ー
ハ
ー
ベ
ス
ト
に
加
え
、
二
〇
〇
四

年
一
一
月
に
関
税
引
下
げ
交
渉
に
合
意
し
、
二
〇
〇
五

年
七
月
か
ら
引
下
げ
が
開
始
さ
れ
る
。
日
中
韓
が
競
争

状
態
で
交
渉
し
て
い
る
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス
１
が
中
心

と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
を
中
核
に
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
形

成
を
目
指
す
の
が
現
実
的
で
あ
る
。
し
か
し
、
三
つ
の

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス
１
を
束
ね
て
も
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ

に
は
な
ら
な
い
。
日
韓
、
中
韓
、
日
中
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
必

要
だ
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、
日
韓
は
交
渉
が
行
わ

れ
て
お
り
、
中
韓
は
政
府
間
の
研
究
の
開
始
が
決
ま
っ

て
い
る
。

い
る
。
日
中
両
国
の
関
税
率
を
比
較
す
る
と
、
日
本
の

工
業
品
関
税
率
は
衣
類
な
ど
を
除
き
非
常
に
低
く
、
特

恵
関
税
の
利
用
な
ど
に
よ
り
機
械
類
の
実
効
税
率
は
〇

％
に
近
い
。
一
方
、
中
国
の
関
税
率
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
の

約
束
に
よ
り
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
引
き
下
げ
が

完
了
す
る
二
〇
一
〇
年
時
点
の
鉱
工
業
品
平
均
で
八
・

九
％
と
高
く
、
家
電
製
品
な
ど
の
品
目
は
高
止
ま
り
し

て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
出
来
た
場
合
、

農
業
を
除
き
、
日
本
が
中
国
よ
り
も
大
き
な
メ
リ
ッ
ト

を
受
け
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
一
方
、
中
国
と
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
を
他
の
競
合
国
が
先
に
実
現
し
た
場
合
、
対
中

輸
出
で
日
本
が
不
利
に
な
る
こ
と
は
確
実
で
あ
る
。
政

冷
経
熱
、
北
冷
南
熱
と
い
わ
れ
る
が
、
日
本
が
合
意
し

て
い
る
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
な
し
に
は
成

立
し
な
い
。
ま
ず
は
、
貿
易
、
投
資
、
産
業
へ
の
影
響

を
含
め
た
客
観
的
な
研
究
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　
　
質
が
高
く
、
広
範
な
Ｆ
Ｔ
Ａ

　
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
包
括
的
で
あ
る
と
と
も
に
質

の
高
い
、
す
な
わ
ち
自
由
度
の
高
い
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
す
べ
き

で
あ
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ

Ａ
）
は
、
二
〇
〇
四
年
に
物
品
の
貿
易
に
関
す
る
協
定

が
締
結
さ
れ
て
お
り
、
二
〇
〇
五
年
四
月
に
交
渉
が
開

始
さ
れ
る
日
本
と
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
比
べ
る
と

か
な
り
先
行
し
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
内
容
を
み
る

と
、
自
動
車
や
家
電
製
品
な
ど
多
く
の
品
目
を
セ
ン
シ

テ
ィ
ブ
品
目
と
し
て
自
由
化
を
先
送
り
し
て
お
り
、

「
抜
け
穴
」
の
大
き
な
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
あ
る
。

　
こ
う
し
て
み
る
と
ミ
ッ
シ
ン
グ
・
リ
ン
ク
は
日
中
で

あ
る
。
中
国
の
王
毅
駐
日
大
使
は
、
東
ア
ジ
ア
で
自
由

貿
易
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
築
け
る
か
ど
う
か
は
、
日
中
Ｆ

Ｔ
Ａ
の
進
展
に
か
か
っ
て
い
る
と
し
、
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
の

調
査
研
究
開
始
を
呼
び
か
け
て
い
る
　
。
一
方
、
日
本

で
は
、
中
国
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
約
束
の
履
行
が
先
決
で
あ
る
と

し
て
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
検
討
の
段
階
に
も
至
っ
て
い
な
い
。

　
中
国
の
輸
入
品
の
急
増
と
大
幅
貿
易
赤
字
の
た
め
一

時
は
脅
威
論
が
喧
伝
さ
れ
た
中
国
と
の
貿
易
は
、
香
港

経
由
の
輸
出
を
含
め
る
と
収
支
は
ほ
ぼ
均
衡
し
て
お

り
、
中
国
向
け
輸
出
は
日
本
経
済
の
回
復
を
牽
引
し
て

　
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
関
税
撤
廃
に
よ
り
貿
易
が
行
わ
れ
る

（
貿
易
創
出
効
果
）
が
一
義
的
な
目
的
と
さ
れ
て
い
る

が
、
自
由
な
貿
易
に
よ
り
競
争
力
の
あ
る
産
業
へ
の
資

源
配
分
を
行
い
、
よ
り
効
率
的
な
生
産
体
制
を
実
現

し
、
経
済
厚
生
を
高
め
る
こ
と
が
大
き
な
目
的
で
あ

る
。
抜
け
穴
の
多
い
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
こ
う
し
た
産
業
構
造

の
転
換
効
果
が
小
さ
く
、
ア
ジ
ア
大
で
の
効
率
的
な
分

業
構
造
の
構
築
と
ア
ジ
ア
の
企
業
・
産
業
の
競
争
力
強

化
に
寄
与
し
な
い
可
能
性
が
大
き
い
。
日
本
は
、
質
の

高
い
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
実
現
の
た
め
の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ

を
と
る
必
要
が
あ
る
。

　
質
の
高
い
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
作
る
た
め
に
は
、
物
品
の
貿
易

で
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
24
条
に
整
合
的
で
あ
る
こ
と
、
す
な

わ
ち
九
〇
％
以
上
の
貿
易
を
自
由
化
し
、
特
定
の
産
業

を
除
外
し
な
い
こ
と
、
が
最
低
の
条
件
で
あ
ろ
う
　
。

サ
ー
ビ
ス
貿
易
に
つ
い
て
は
、
相
当
な
範
囲
の
分
野
で

の
自
由
化
と
い
う
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
５
条
整
合
性
を
条
件
と

し
、
自
由
化
し
な
い
分
野
を
明
記
す
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
・

リ
ス
ト
方
式
と
す
る
。
投
資
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は
、
最

恵
国
待
遇
、
内
国
民
待
遇
（
設
立
前
を
含
む
）、国
産
品

使
用
義
務
な
ど
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
要
求
の
禁
止
を
含
む

な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

　
包
括
的
な
内
容
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
経
済
連
携
協
定
：
Ｅ
Ｐ

Ａ
）
を
目
指
す
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、

物
品
の
貿
易
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
、
税
関
手
続
き
、
基
準

認
証
、
投
資
、
政
府
調
達
、
競
争
、
人
の
移
動
、
知
的

財
産
権
、
衛
生
植
物
検
疫
、
貿
易
救
済
措
置
お
よ
び
紛

争
解
決
が
含
ま
れ
、
環
境
や
人
材
育
成
、
中
小
企
業
、

観
光
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
改
善
な
ど
広
範
な
協
力
も
含
め

3)

2)
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米
国
の
懸
念
・
反
対
に

　
　
　
　
　
　
　
ど
う
対
応
す
る
の
か

　
米
国
は
、
東
ア
ジ
ア
で
の
二
国
間
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
反
対
し

て
い
な
か
っ
た
が
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス
３
首
脳
会
議

で
東
ア
ジ
ア
共
同
体
を
目
標
に
掲
げ
る
な
ど
、
地
域
全

体
の
統
合
へ
の
動
き
が
具
体
化
し
た
こ
と
に
対
し
て
、

昨
年
か
ら
懸
念
や
反
対
の
声
が
出
て
き
て
い
る
。
こ
こ

で
思
い
出
さ
せ
ら
れ
る
の
は
、
マ
ハ
テ
ィ
ー
ル
・
マ

レ
ー
シ
ア
首
相
が
提
唱
し
た
東
ア
ジ
ア
経
済
会
議
（
Ｅ

Ａ
Ｅ
Ｃ
）
が
米
国
の
強
い
反
対
に
よ
り
頓
挫
し
た
歴
史

で
あ
る
。
Ｅ
Ａ
Ｅ
Ｃ
の
構
成
国
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
プ
ラ
ス

３
で
あ
り
、
現
在
進
行
し
て
い
る
地
域
統
合
の
枠
組
み

と
同
じ
で
あ
る
。
Ｅ
Ａ
Ｅ
Ｃ
は
、
コ
ー
カ
シ
ア
ン
抜

き
の
コ
ー
カ
ス
（ 
c
a
u
c
u
s
 
 
w
i
t
h
o
u
t
 
 
t
h
e

 C
a
u
c
a
s
i
a
n
s
 

） 

と
言
わ
れ
た
。

　
し
か
し
、
現
在
の
東
ア
ジ
ア
の
地
域
統
合
は
閉
鎖
的

で
は
な
い
。
そ
の
証
左
は
東
ア
ジ
ア
各
国
と
米
国
と
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
の
動
き
で
あ
る
。
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
米
国
と
Ｆ

Ｔ
Ａ
を
締
結
し
た
し
、
タ
イ
は
交
渉
中
、
韓
国
は
検
討

中
で
あ
る
。
ま
た
、
東
ア
ジ
ア
各
国
は
、
米
国
を
主
要

市
場
と
し
て
い
る
国
が
多
く
、
特
に
Ｉ
Ｔ
製
品
の
最
終

日
本
の
課
題
は
「
農
業
」
と
「
人
の
移
動
」

　
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
実
現
す
る
た
め
の
課
題
は
、
構

成
各
国
間
の
経
済
格
差
、
台
湾
の
参
加
、
質
の
高
さ
と

柔
軟
性
の
両
立
な
ど
多
い
が
、
各
国
に
共
通
す
る
問
題

は
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
セ
ク
タ
ー
の
取
り
扱
い
で
あ
る
。

日
本
の
場
合
は
、
農
業
と
人
の
移
動
（
労
働
市
場
の
開

放
）
で
あ
る
。
日
本
は
、
食
糧
自
給
率
四
〇
％
（
カ
ロ

リ
ー
計
算
）、 

米
国
に
次
く
食
料
輸
入
大
国
で
あ
る
。
日

本
の
農
業
は
、
米
国
の
一
二
五
分
の
一
と
い
う
小
規
模

経
営
で
あ
り
、
六
五
歳
以
上
の
農
業
者
が
六
割
と
高
齢

化
が
進
行
し
て
お
り
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
な
く
と
も
競
争
力
強

化
の
た
め
の
改
革
が
必
要
で
あ
る
。
世
界
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
を

み
る
と
、
農
産
品
は
一
部
除
外
、
再
協
議
、
段
階
的
自

由
化
な
ど
柔
軟
な
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
。
農
産
品
は

柔
軟
な
取
り
扱
い
を
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
行
い
な
が
ら
、
農
産

品
の
輸
出
な
ど
攻
め
の
政
策
を
取
り
入
れ
、
競
争
力
強

化
の
た
め
の
改
革
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
人
の
移
動

（
労
働
市
場
の
開
放
）
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

交
渉
で
看
護
師
と
介
護
士
の
日
本
で
の
就
労
が
条
件
付

き
で
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
少
子
高
齢
化
時
代

を
迎
え
る
中
で
労
働
力
を
ど
の
よ
う
に
確
保
す
る
の
か

（
い
し
か
わ
こ
う
い
ち
・
ア
ジ
ア
研
究
所
教
授
）

は
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
な
く
て
も
真
剣
に
考
え
る
べ
き
課
題
で

あ
る
。
「
専
門
・
技
術
を
も
つ
人
材
は
受
け
入
れ
る
が

単
純
労
働
力
は
受
け
入
れ
な
い
」
の
が
日
本
の
方
針
で

あ
る
。
し
か
し
、
日
本
に
い
る
外
国
人
労
働
者
七
六
万

人
の
う
ち
、
専
門
・
技
術
分
野
の
人
材
は
二
三
・
五
％

に
過
ぎ
ず
、
残
り
は
日
系
人
や
留
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
、

不
法
残
留
者
な
ど
で
そ
の
多
く
は
単
純
労
働
に
従
事
し

て
お
り
、
単
純
労
働
を
す
で
に
受
け
入
れ
て
い
る
の
が

実
態
で
あ
る
。
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
は
様
々
な

コ
ス
ト
と
問
題
を
伴
う
の
は
周
知
の
と
お
り
で
あ
る
。

現
在
の
よ
う
な
な
し
崩
し
的
な
受
け
入
れ
で
な
く
、
国

民
的
合
意
に
基
づ
い
た
政
策
と
環
境
整
備
が
必
要
で
あ

る
。

る
べ
き
で
あ
る
。

　
東
ア
ジ
ア
各
国
は
、
経
済
格
差
、
発
展
段
階
の
格
差

が
極
め
て
大
き
く
、
質
が
高
く
、
か
つ
、
機
能
す
る

（workable

）
な
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
作
る
こ
と
が
課
題
と
な

る
。
そ
の
た
め
に
は
、
柔
軟
性
や
域
内
協
力
が
重
要
で

あ
る
。

市
場
は
米
国
で
あ
り
、
米
国
に
対
し
て
依
存
し
た
貿
易

構
造
を
持
っ
て
い
る
。
Ｅ
Ａ
Ｅ
Ｃ
の
轍
を
踏
ま
な
い
た

め
に
は
、
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
な
ど
を
利
用
し
、
東
ア
ジ
ア
Ｆ
Ｔ

Ａ
が
閉
鎖
的
で
な
い
こ
と
を
強
調
す
る
必
要
が
あ
る
。

将
来
的
に
は
、
豪
州
の
参
加
や
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
・
Ｆ
Ｔ
Ａ
へ

の
拡
大
な
ど
を
研
究
す
べ
き
で
あ
る
。

注　
　
締
結
さ
れ
て
い
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
自
由

　
貿
易
地
域
（
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）、日
本
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
Ｆ
Ｔ

　
Ａ
、
中
国
と
香
港
お
よ
び
マ
カ
オ
と
の
経
済
緊
密
化

　
協
定
（
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ａ
）、Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
物
品
に

　
関
す
る
協
定
（
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
韓
国
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

　
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
あ
る
。

　
　
王
毅
「
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
推
進
を
」
日
本
経
済
新
聞

　
二
月
二
二
日
付
け
　
経
済
教
室

　
　
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
24
条
は
、
実
質
的
に
す
べ
て
の
貿
易
を

　
自
由
化
す
る
と
だ
け
規
定
し
て
お
り
、
具
体
的
な
定

　
義
は
な
い
が
、
通
常
、
往
復
貿
易
額
の
九
〇
％
を
自

　
由
化
し
、
特
定
の
産
業
（
例
え
ば
農
業
）
を
除
外
し

　
な
い
こ
と
と
理
解
さ
れ
て
い
る
。

1)2)3)
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